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1. イントロダクション：生成AI特許の爆発的増加と市場の変容 
2026年現在、生成AI（Generative AI）は初期の実験的段階から大規模な商業実装へと完全に移行
し、世界経済のあらゆるセクターにおいてイノベーションの構造そのものを再定義している。世界知

的所有権機関（WIPO）が発表した特許分析レポートやその後のアップデートが如実に示す通り、生
成AIに関連する特許出願は過去10年間で驚異的かつ指数関数的な成長を遂げてきた1。2014年の
時点ではグローバルでわずか733件に過ぎなかった生成AI関連の特許ファミリー数は、2023年には
14,000件以上へと急増した2。この2023年という年は歴史的な転換点であり、単年で全生成AI特許
の25%以上、関連する学術論文の45%以上が公開されるという、かつてない技術爆発を引き起こし
た3。 
この爆発的な増加傾向は、直近の2024年から2025年にかけてさらに劇的な加速を見せている。
WIPOの公式値ではなく、著者によるグローバルな特許データベースおよび各国の特許庁データに
基づく独自集計によれば、生成AI分野における特許公開件数は2024年の18,862件から、2025年に
は前年比でほぼ倍増となる37,808件に達した。この2年間の合計は56,670件となり、わずか24ヶ月
で56,000件を超過するという特許史上に残るマイルストーンを記録している。この圧倒的なデータ
は、生成AI技術が限られたプレイヤーによる「研究開発・概念実証フェーズ」を完全に終え、具体的
なビジネスモデルや特定産業領域（ドメイン特化型）への「社会実装および排他的独占権確保の

フェーズ」へと移行したことを強烈に示唆している。 
 



 
 
本レポートでは、この急激なパラダイムシフトの中核にあるマクロな動向と、それを取り巻く法制度の

整備状況を概観する。さらに、日本の知財エコシステムにおいて全く異なる特異な知財・事業戦略を

展開している主要AI企業群（ソフトバンクグループ、Preferred Networks、Sakana AI）の深層を解剖
し、日本企業が迎える次世代のイノベーションと経済安全保障に向けた具体的な提言を行う。 

2. 日本特許庁（JPO）および国際的法制度の進化とエコシステ
ム 
世界的な生成AI技術の躍進と特許出願の急増に対し、知的財産インフラの根幹を担う特許庁（JPO
）も、急速な制度整備と行政システム自体のトランスフォーメーション（AX：AIトランスフォーメーショ
ン）を強力に推進している。 
2.1 JPO AIビジョンと三極特許庁の連携強化 
JPOの審査・処理能力に対して、生成AIがもたらす破壊的な情報処理能力をいかに統合し、かつ制
御するかが喫緊の課題として認識されている4。この状況に対応するため、JPOは「JPO AIビジョン」
を策定し、知財行政におけるAI活用の方針を明確化した4。このビジョンは、「人間中心（

Human-centric）」「セキュリティ」「説明責任」の3原則を強力に掲げており、高品質かつ迅速な行政



サービスの提供と、責任あるAI利用の両立を目指している6。具体的には、先行技術文献の高度な

概念検索、類似度スコアによるドキュメントのスクリーニング、さらには生成AIを用いた本願発明と引
用文献の一致点・相違点の自動抽出など、実務適用に向けた機能実装と知見の蓄積が急速に進め

られている5。2026年1月からは、AIを用いて日本の膨大な過去の特許審査事例を要約し、タイをは
じめとする新興国の特許庁へ提供する「AI審査支援」の取り組みを正式に開始するなど、グローバ
ルな審査滞留を防ぐイニシアチブも取られている8。 
国際的な連携もかつてない速度で深化している。2025年10月に米国で開催された日米欧の三極特
許庁長官会合において、日本からの強い提案によりAI分野のワーキンググループが新設された6。こ

こで合意された「三極AIビジョン」は、ネットワーク関連発明の適切な権利保護の検討を含む包括的
なものであり、人間中心と説明責任の原則を国際標準とするための枠組みである8。欧州特許庁（

EPO）もこれに呼応し、2026年からは口頭手続の議事録作成にAIを全面展開するなど、各国の行政
プロセスは不可逆的なAI導入の波の中にある7。 
2.2 知財エコシステムの拡充と法務リスク・ガバナンス 
地域レベルでのイノベーション創出を支えるため、特許庁、中小企業庁、INPIT、日本商工会議所、
日本弁理士会による強固な5者連携である「知財経営支援ネットワーク」が構築されている11。令和8
年（2026年）2月には、このネットワークの更なる強化に向けたアクションプランが策定され、「100億
宣言企業」や「Go-Tech事業採択企業」といったポテンシャルの高い中小・スタートアップ企業への重
点的な知財支援体制が整備された6。 
一方で、AIによって生成された発明やアイデアの法的な取り扱いについては、厳格かつ現実的な整
理が行われている。日本の特許法および実務運用において、特許の発明者表示はあくまで「自然

人」に限られることが明示されている12。これは、AI自身を発明者とすることを求めたDABUS（Device 
for the Autonomous Bootstrapping of Unified Sentience）事件の東京地裁判決要旨とも方向性を
一にするものである2。したがって、生成AIがアイデア創出やデータ解析に深く関与した発明であって
も、企業側の出願戦略としては「人間の顕著な寄与」を明確に特定し、電子実験ノート（ELN）等を用
いてそのプロセスを克明に記録・証明する実務が極めて重要となる12。特許権の存続期間が20年で
あり、その後の紛争リスクも考慮して、大学や研究機関では関連データを最低10年〜30年保管する
方針が取られ始めている13。 
また、企業が生成AIを利用する際のリスク、すなわち「学習段階」「生成段階」「利用段階」における著
作権侵害、機密情報漏洩、プロンプトインジェクションへの対策は、2025年に全面施行されたAI法な
どの各国の法規制と並走する形で求められている12。日本企業はAIの利用を一律に禁止するのでは
なく、出力結果に対する人間の倫理観と説明責任を伴った、強固なガバナンス体制と戦略的介入の

仕組み（Human-in-the-loop）を構築することが要求されている9。 

3. 日本主要AIプレイヤーの知財・事業戦略の深層解剖 
世界の生成AI技術階層（計算資源からインフラ、基盤モデル、アプリケーションに至るスタック）にお
いて、日本の主要企業は独自の競争優位性を築くため、それぞれ全く異なる戦略的アプローチを採

用している。本節では、データから読み取れる特異な特許出願動向を示すソフトバンクグループ、経

済安全保障を担保する垂直統合を推進するPreferred Networks、そして世界的にも類を見ない進
化型オープンモデルを構築するSakana AIの戦略を深層から解剖する。 
3.1 ソフトバンクグループ（SBG）：人工超知能（ASI）社会を規定する「群戦略」と



波状的大量出願 
現在、日本の知財エコシステムにおいて最大の衝撃と地殻変動をもたらしているのが、ソフトバンク

グループ（SBG）による前例のない規模の特許大量出願である。 
「3つの波」による知財包囲網の形成 SBGの知財戦略は、単なる一企業の防衛的な特許取得活動
の域を遥かに超えている。それは未来のインフラ仕様の主導権を握るための攻撃的かつ体系的な

ポートフォリオ構築であり、過去数年間で明確に3つの波に分けた「1万件レベル」の大量出願として
具現化している16。 

●​ 第1の波（2023年9月）： 約1万件レベル（公開ベースで9,989件）の出願が単月に集中して行わ
れ、2025年の出願公開件数ランキングにおいて同社を約10,400件で断トツの第1位へと押し
上げた17。この際の発明者数ランキングにおいて、同社の孫正義会長が第2位（発明者数
6,850名中）に名を連ねており、経営トップからの強烈なコミットメントとトップダウンでの知財創
出が行われていることが明白である17。 

●​ 第2の波（2024年7月〜8月）： 日本の特許庁が財政点検小委員会等において「特定のIT企業
から1万件レベルの大量出願があった」と異例の報告を行った時期に該当する16。2026年1
月〜2月27日時点での同社の公開件数はすでに7,486件に達しており、データ上でも2024年8
月単月で9,421件、7月に2,512件という異常値が記録されている18。 

●​ 第3の波（2025年12月）： 特許庁統計では出願人不明の急増として現れているが、これまでの
公開動向や関連情報から高い蓋然性をもってSBGによる出願と推定されており、「1ヶ月で
7,780件の特許を出願した」とみられている17。2026年1〜3月時点ですでにSBGの出願公開件
数は11,964件に達しており、これは前年（2025年）の年間1位の記録をわずか第1四半期で超
過する狂気とも言えるペースである17。 

事業戦略としての「群戦略」とASI（人工超知能）への布石 この規格外の出願規模の背景には、同社
が掲げる企業理念「情報革命で人々を幸せに」と、孫正義氏が提唱する「人工超知能（ASI）」時代を
見据えた壮大なビジョンが存在する16。SBGは通信事業を基盤としつつ、AI、IoT、ロボティクス、5Gな
どの非通信事業へ積極的に投資を行い、各企業群がシナジーを生み出す「群戦略」を展開している
19。グローバルな事業展開を支えるArmやアリババへの投資実績に見られるように、同社は常に時
代の先端技術への投資を推進してきた18。 
ソフトバンクの出願戦略は、単なる時期的な波にとどまらず、技術的な空間を多層的に制圧する設

計となっている。具体的には、デジタル空間のオペレーティングシステム（OS）から、物理空間におけ
るロボティクス制御、さらには人間の感情認識という3つの主要ドメインに対して、3つの出願の波が
重なるように特許網を張り巡らせ、次世代AI社会の基盤技術を広範に権利化する人工超知能（ASI）
包囲網を形成している16。この斬新かつ大胆な特許戦略は、急激に進化するAI分野において将来の
市場展開における優位性を早期に確保し、競合他社に対する強烈な牽制効果を生むと同時に、

M&A戦略の推進や知財を活用した収益化（プロフィットセンター化）を有利に進めるための極めて高
度な布石である20。 
3.2 Preferred Networks（PFN）：経済安全保障を担保する「完全フルスクラッ
チ・垂直統合」 
ソフトバンクが特許出願による「未来のビジネス領域の面的な囲い込み」を戦略の要とするならば、

Preferred Networks（PFN）は、物理層である半導体から最上位のアプリケーションレイヤーに至る
までの「技術的独立性の確保と最適化」を至上命題としている。 



経済安全保障とデジタル赤字への対抗 PFNの共同創業者兼代表取締役社長である岡野原大輔氏
は、日本が独自のAI基盤を持たない場合に直面するリスクを3つの観点から鋭く指摘している22。第

一に、海外プラットフォーマーに依存し続けることによる巨額の「経済的なデジタル赤字」である23。第

二に、日本語特有のニュアンスが失われ表現が画一化していく「文化的リスク」23。そして第三に、国

家や企業の重要データが海外企業に依存することでもたらされる「安全保障上のリスク」である23。こ

れらのリスクに根底から対処するため、PFNは既存の海外公開モデルやアーキテクチャに依存する
ことなく、ゼロから独自の設計と学習データでAI基盤を組み上げる「完全フルスクラッチ型」の開発を
堅持している24。 
半導体（MN-Core）からLLMまでの一貫提供体制 PFNの最大の特徴にして強みは、ハードウェアか
らソフトウェアに至る「フルスタック垂直統合」である。同社は自社専用のAI計算用半導体チップ「
MN-Core」の設計から始まり、独自のAIクラウドインフラの構築、そして2026年3月に発表された日
本初の「長考（推論）」機能を備えた国産生成AI基盤モデル「PLaMo 3.0 Prime」の開発、最終的な産
業用ソリューションの提供までを1社で一貫して担っている22。この垂直統合戦略により、ハードウェア

とソフトウェアの境界を超えた極限の計算能力の最適化が可能となり、海外の巨大テック企業に対し

て、特に電力効率や特定の推論分野において強力な競争優位性を確立している23。 
事業主体の展開としても、2026年春を目処に、ソフトバンクが主導しPFNなどが参画する「新会社」
の設立が進められており、日本企業十数社が出資を行うコンソーシアム形式でのインフラ構築が計

画されている23。これは、西日本の産業集積地に近い立地を活かした低遅延推論サービス「

Regional Brain（地域脳）」としての機能も期待されており、PFNの技術は日本国内の重要インフラ領
域において「純国産技術」として深く食い込んでいる23。 
3.3 Sakana AI：自然界の進化を模倣する「ダーウィン・ゲーデルマシン」とオー
プンエコシステム 
上述の2社が資本力と計算資源を投下して自社インフラやポートフォリオを構築しているのに対し、
全く次元の異なるアプローチで世界的な注目を集めているのが、東京を拠点とするAIスタートアッ
プ、Sakana AIである。 
オープンソースエコシステムの活用と事後学習（Post-training） 現在、世界のAI開発の最前線で
は、モデルのパラメータ規模の拡大に伴い、ゼロからの事前学習（Pre-training）にかかるコストが指
数関数的に増大しており、米国や中国の巨大テクノロジー企業による寡占化が進行している26。この

数千億円規模の事前学習競争に正面から参加するのではなく、Sakana AIは世界規模で成熟しつつ
ある広大な「オープンソースエコシステム」を最大限に活用するアプローチを選択した27。すなわち、

既存の最高水準のオープンウェイトモデルに対して、独自の「事後学習（Post-training）」を施すこと
で、日本のユーザーの要求水準や文化的背景、さらには安全保障上の要件を満たすモデルを圧倒

的な低コストで構築している27。 
進化的モデルマージと「ダーウィン・ゲーデルマシン（DGM）」 Sakana AIの技術的真骨頂は、トランス
フォーマー技術を基盤としつつ、自然界の「進化の法則」をAI設計に持ち込んだ点にある27。「進化的

モデルマージ」と呼ばれる技術により、複数の既存モデルの長所を交配させ、特定のタスクに特化し

た多様なモデルを生み出すことに成功している28。 さらに特筆すべきは、同社が開発した「ダーウィ
ン・ゲーデルマシン（DGM）」である29。これは自己改善型AIとして自らのPythonコードを継続的に書
き換え、新たな機能や戦略を生み出しながら性能を自律的に向上させる先進的なシステムである30

。従来のAIが一度学習した後は固定化されるのに対し、DGMはオープンエンドな探索を通じて無限



の自己進化を可能にしている30。実際、プログラミング課題のベンチマークであるSWE-benchにおい
て、性能を20.0%から50.0%へ、Polyglotにおいて14.2%から30.7%へと自律的に向上させるなど、
既存の手作り型エージェントを凌駕する成果を上げている30。 
プロダクトの展開と特許戦略の特異性 2026年に向けて、Sakana AIの製品展開は加速している。同
年3月には日本市場に特化させたAIモデルシリーズ「Namazu」を発表し27、6月には複数の外部モデ
ル群を自律的に指揮して複雑な課題を解決する「Sakana Fugu」の一般提供を開始した28。この特定

のプロバイダーに依存しないマルチエージェント設計は、地政学的なリスクや輸出規制によるアクセ

ス遮断を回避する手段としても極めて有効である29。また、同社初の商用プロダクトとして自律型リ

サーチエージェント「Sakana Marlin」も正式提供されている30。さらには、“100％”AI生成の論文が査
読を通過した「The AI Scientist」を発表するなど、AIが人間のサポートを不要にして独立して価値を
生み出す「レベル3」以上の領域へと踏み込んでいる27。 
特許戦略の観点から見ると、Sakana AIのスタンスは非常に現代的である。出願ベースではなく出願
公開件数ベースでの把握となるが、Sakana AIの2026年上半期の特許公開件数は17件（2025年は
38件）にとどまっており、特許による網羅的な独占排他権の確保よりも、研究コミュニティへの貢献
（論文発表やOSS公開）を通じた「技術的プレゼンスの確立」と、それによる「世界最高峰のタレント
（人材）の獲得」を優先していると推測される31。これはSBGの「1万件」という量量出願戦略とは対極
に位置する、極めてアジャイルな知財戦略である。 

企業名 コア技術・アプローチ 知財・事業戦略の特

徴 
経済安全保障への

対応 

ソフトバンクグループ 
(SBG) 

ASI、IoT、ロボティク
ス、5G通信インフラ
の連携 

「群戦略」に基づく3
波にわたる大量特許

出願（万単位）。面的

な領域支配とプロ

フィットセンター化 

次世代インフラのOS
から物理制御までの

仕様を先回りして権

利化し、世界的プレ

ゼンスを確保 

Preferred 
Networks (PFN) 

完全自前主義（

MN-Coreハードから
PLaMoモデルまで） 

「フルスタック垂直統

合」。技術的独立性

と電力・推論効率の

極限までの最適化 

海外依存によるデジ

タル赤字とセキュリ

ティリスクを排除した

「純国産インフラ」の

提供 

Sakana AI オープンウェイトの事

後学習、進化的モデ

ルマージ、DGM 

アジャイル・オープン

エコシステム。特許

取得数は絞り（26年
上期17件）、技術的
リーダーシップと人

材獲得を優先 

特定プロバイダーに

依存しないマルチ

エージェント設計（

Fugu等）による為
替・地政学リスクの

回避 



4. ソブリンAI（主権AI）と次世代インフラストラクチャの地政学 
生成AIの社会実装が不可逆的に進む中、地政学的な文脈における「インフラストラクチャの確保」が
国家戦略上の最重要課題に浮上している。 
計算資源の観点において、日本企業は明らかにインフラ整備において致命的な後れを取っていると

言わざるを得ない23。大規模言語モデルの事前学習には膨大なGPUクラスタと莫大な電力が必要と
なるが、国内の電力インフラの制約や、特定の海外ハードウェアベンダーに対する過度な依存が成

長のボトルネックとなっている23。また、海外のクラウド基盤を利用し続けることによる巨額の資本流

出（デジタル赤字）は、長期的な国力低下に直結する23。 
この脆弱性を克服し、国の重要機密や固有の文化的データを海外プラットフォーマーに委ねることの

リスクを回避するため、「ソブリン（Sovereign：主権）」を重視する動きが急速に高まっている22。ソブリ

ンAIの確立には、PFNのようなシリコンレベル（MN-Core等）からの自国産アーキテクチャの構築とい
うトップダウンのインフラ投資と、Sakana AIが提唱する「オープンウェイトモデルの事後学習による国
産化」というボトムアップのアプローチの双方が不可欠である24。為替変動による運用コストの予期

せぬ増大や、突然のAPI利用制限といった事業継続上の重大なリスクをコントロールするためにも、
国内でコントロール可能なAIの選択肢を確保することが急務である23。 

5. 企業における生成AI活用：研究開発（R&D）とIPランドス
ケープの劇的変革 
生成AIの台頭は、単に「特許出願の対象となる新しい技術分野」を生み出しただけではない。企業の
研究開発プロセスそのもの、そして特許情報や技術情報を分析する「手法（知財実務）」にも劇的な

進化をもたらしている。 
5.1 マテリアルズインフォマティクスと材料設計の飛躍 
R&D部門において、生成AIはアイデア創出、データ分析、プロセスの最適化を根底から変革し、生産
性を飛躍的に向上させている32。例えば住友化学が開発した「ChatSCC」は、一般的な文書作成にと
どまらず、技術アイデアの創出や研究データの高度な分析に活用され、研究者が定型業務から解放

され創造的な業務に集中できる環境を実現した13。また、パナソニックは生成AIを活用して電気
シェーバーのモーター設計を行い、従来の手法を超える性能を達成し新たな製品価値を創出してい

る13。 
特に材料科学や製造業におけるマテリアルズインフォマティクス分野での効果は絶大である。生成

AIは分子構造や化学的特性を解析し、これまで不可能とされた金属・プラスチック・ガラスなどの異
種材料間での強力な接合を実現する接着剤の設計を可能にしている33。さらに、高温環境下でも性

能を維持する高温耐性接着剤、ロボット用グリッパーなどに使われる形状記憶ポリマーを使用したス

マート接着剤、自己修復機能を持つ接着剤、さらにはエネルギーコストを削減する低温硬化型接着

剤に至るまで、従来は膨大な試行錯誤を要した新材料の設計を迅速化し、時間とコストを劇的に削

減している12。 
5.2 TRIZ（発明的問題解決理論）のAIによる再構築 
イノベーションを体系的に生み出す強力な手法であるTRIZも、生成AI（LLM）との融合により次世代の



ツールへと進化している34。生成AIの持つ広範な知識アクセス能力、パターン認識能力、コンテンツ
生成能力は、TRIZの各手法の適用を深く支援する。 
例えば、「物理的矛盾」の解決において、AIが入力された問題状況から関連する分離原理を自動的
に提案し、人間が有望な原理を選択すると、AIがその原理に基づいて具体的な解決策をブレインス
トーミング形式で大量に生成するという「協調プロセス」が確立されつつある11。同様に、Su-Field（物
質-場）モデルの構築と標準解の特定、進化トレンドに基づく将来のシステム像の予測など、ARIZ（発
明的問題解決アルゴリズム）の複雑なステップをAIがナビゲートすることで、企業のアイデア生成プ
ロセスはかつてない速度と多様性を獲得している11。 
5.3 IPランドスケープ分析の高度化と知財のプロフィットセンター化 
企業が経営戦略や事業戦略を立案するために不可欠な「IPランドスケープ（知的財産情報の統合的
分析）」のプロセスも、生成AIによって一新された3。かつては熟練のサーチャーやアナリストが膨大

な時間をかけて行っていた特許文書の読解、要約、自動分類が、ChatGPTや専門の生成AIツール（
Tokkyo.aiなど）によって瞬時に、かつ大規模に処理されるようになっている3。 
生成AIは、特許出願の時系列推移、技術カテゴリの分類、主要出願人のランキング化などを通じ
て、「いつ誰がどの技術に注力しているかが一望できる地図（マップ）」を自動生成する3。例えば、「

RFタグ読取装置」や「電波影響低減」といった技術ラベルを特許文書群に自動付与し、ポートフォリオ
の特性を迅速に把握することが可能になった3。これにより、企業の知財部門は単なる「権利化・防衛

部門」から、M&A候補の探索や新規ビジネスモデルの創出を主導する「プロフィットセンター」へと転
換することが可能となる2。 
 



 



 

6. 結論：生成AI時代の知財主権と日本企業の未来への提言 
本レポートのデータと深層分析から、生成AIを取り巻く特許ランドスケープは、単なる「新技術の流
行」ではなく、企業の存続と国家の経済安全保障を左右する不可逆的な「パラダイムシフト」であるこ

とが明確に示された。 
2024年から2025年にかけてのグローバルな特許公開件数の爆発的な増加（56,000件超過）は、競
争の主戦場が基礎研究から社会実装・市場支配へと完全に移行したことを証明している。その激烈

な環境の中で、日本を代表するAI企業群は三者三様の生存戦略を描いている。ソフトバンクグルー
プは、膨大な資本力とトップダウンの意思決定を背景に、次世代インフラ（ASI）のOSから物理的ロボ
ティクスに至る領域を数万件規模の特許で先回りして制圧する「力とスケールのアプローチ」を選択

した。対照的に、Preferred Networksは、デジタル赤字や地政学リスクを排除するため、半導体から
言語モデルまでを自社で握り切る「純国産インフラの構築と垂直統合」という、経済安全保障に直結

する困難な道を進んでいる。そしてSakana AIは、オープンモデルの事後学習やダーウィン・ゲーデ
ルマシンといった独自の進化的アーキテクチャを武器に、特許という旧来の排他権に固執せず、コ

ミュニティでのプレゼンスと優秀な人材の獲得で勝負する「アジャイルでオープンな知財戦略」を展開

している。 
日本企業がこの時代を生き抜くための提言は以下の通りである。 
第一に、自社の事業ドメインと資本力を見極め、AI時代における自社独自の知財戦略（ポートフォリ
オの広範な構築か、技術の秘匿化か、オープンエコシステムの活用か）を早期かつ明確に定義する

こと。 
第二に、特許庁（JPO）が進める「三極AIビジョン」や法制度の枠組みを正しく理解し、人間による発
明の寄与の証明（ELNの活用）や、AI出力を制御・監視する強固なガバナンス体制といった「守り」の
基盤を早急に固めること。 
第三に、知財部門を単なる特許取得のためのコストセンターから脱却させ、生成AIを駆使したIPラン
ドスケープ分析やTRIZとの連携を通じて、新たな事業機会を探索・牽引する「プロフィットセンター」へ
と転換させることである。 
生成AI技術は、ビジネスの「決定権の移動」と「技術の主権」を巡る現代の経営課題そのものであ
る。この激動の波を乗りこなし、次なる情報革命の果実を得るためには、経営トップの覚悟と、知財・

R&D・事業部門が一体となった機敏な変革が不可欠である。 
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